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  監査対象団体 

  （所管部局） 

監査結果の公表年月日 
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公益財団法人 

 埼玉県生活衛生営  

 業指導センター 

 

（保健医療部） 

 

 

 

 

 平成 28年６月 17日 

    （第2807号） 

【注意事項】 

平成 26年度経理処理において、下記の点が不適

切であった。 

１ 貸借対照表中、特定資産として職員の退職

金支払いの財源として積み立てている退職給

付引当資産 3,306,380 円について、本来、そ

の使途が特定の目的に制限されているにもか

かわらず、目的外取崩しの要件を定めないま

ま 3,000,000 円の目的外取崩し及び同額の補

てんを行った。 

２ 上記特定資産の 3,000,000 円の目的外取崩

しについて、法人の定める会計規程において

金銭の出納は支出伺い書により処理するもの

としているにもかかわらず、この処理を行わ

ずに出金した。 

３ 過年度に受け入れた賛助会費150,000円につ  

  いて、貸借対照表中、流動負債の前受金に計 

  上したまま何ら処理を行わなかった。 

 

 

 公益財団法人埼玉県生活衛生営業指導センタ

ーに対し、経理処理の適正化について指導した結

果、次のとおり報告があった。 

・ 平成 28年３月 18日に開催された理事会にお

いて、「財産運用規程」及び「特定資産等取扱

規程」を定め、目的外に取り崩す場合の要件及

び手続きを設けた。 

  今後、特定資産の目的外取崩しに際しては、

これらの規程及び会計規程に基づく支出伺い書

により適正に処理する。 

・ 収入の約８割が国及び県の補助金であり、補

助金が年度当初に交付されず資金に不足が生じ

るため、県と一時流用を回避する方策を検討す

る。 

・ 過年度に受け入れた賛助会費については、賛  

 助会員から重複して会費として支払われたもの  

 であったため、平成 28年１月 29日に相手側に 

 返還した。  

 

 


